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第１ 是正請求手続制定の経緯 

 

 多治見市是正請求手続条例は、平成20年の第169回国会に提案された「行政不服審

査法案」及び「行政手続法一部改正案」（どちらも平成21年の第171回国会において、

衆議院の解散により審議未了、廃案）をもとに立案されました。 

 平成13年ころから多治見市が取り組んできたオンブズパーソン制度の創設に向けた

動きの中で、平成20年の法案をモデルにして、オンブズパーソン、行政不服審査、行

政手続という３つの制度を包含した制度として平成22年に制定されました。 

 令和３年には、制定後12年が経過し、真に有効な制度として市民に期待されるもの

となるよう、運用実態を踏まえた所要の改正を行い、請求の対象となる行為を、行政

手続法や他の制度との間で整理しました。 

具体的な利害を有していれば誰でも請求が可能であり、行政処分であるか否かや

名宛人に関わらず、当該行為の是正を請求対象としています。 

 

第２ 是正請求手続制度の概要 

 

市の機関の行為等が適正でないと考えるときは、多治見市是正請求手続条例に基

づき、是正を請求することができます。ただし、他の制度（審査請求、住民監査請求、

行政処分等の求め）による請求ができるときや、是正請求人又は第三者が具体的な利

害を有しないとき等は除きます。 

 

１ 行為等 

 ⑴ 行為 市の機関の意思決定及び活動 

⑵ 不作為 相当の期間内に何らかの行為をすべきにもかかわらず、これをしな

いこと。 

２ 是正請求をすることができる期間 

 ⑴ 行為 是正請求は、行為があったことを知り得た日から３月以内に行う必要が

あります。ただし、行為があったことを知らなくても、１年を過ぎると請求でき

なくなります（正当な理由がある場合を除く。）。 

⑵ 不作為 不作為が続いている間は、いつでも請求できます。  
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３ 是正請求の流れ 

 

是正請求人

⑹決定

⑷諮問

審　査　庁
→
←

是正請求審査会

⑸答申

⑶意見書

審　理　員

↓↑

↓↑

⑴是正請求

⑵指　　名

 

 

 ⑴ 是正請求 

   是正請求人の氏名・住所、是正請求の対象となる行為等の内容、是正請求の趣

旨・理由などを記載した「是正請求書」を作成し、審査庁に提出 

 ⑵ 審理員の指名 

   審査庁は、あらかじめ作成した審理員候補者名簿の中から、是正請求の対象と

なる行為等に関係していない職員を審理員に指名 

 ⑶ 意見書 

   審理員は、是正請求人や担当課（行為庁）からそれぞれの主張を聴くなどして

審理手続を行い、その結果を踏まえた意見書を審査庁へ提出 

 ⑷ 諮問 

   審査庁は、審理員の意見を踏まえ、是正請求審査会へ諮問 

 ⑸ 答申 

   是正請求審査会は、第三者の立場から審査庁の判断の妥当性をチェックし、そ

の結果を答申 

 ⑹ 決定 

   審査庁は、是正請求審査会の答申を踏まえて、是正請求を決定 
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第３ 令和７年度の是正請求の決定状況 

 

１ 令和７年度地区懇談会の事前質問に対する回答に関する是正請求 

 是正請求日 令和７年６月30日 

 決 定 日 令和８年３月27日 

 行 為 庁 都市政策課 

 審 査 庁 総務課 

 

主文  本件是正請求を棄却する。 

 

第１ 事案の概要 

(１) 令和７年５月30日の北栄地域地区懇談会の開催にあたり、是正請求人は、

駅南再開発組合による高層マンションについて、「１．2025年４月１日現在、

住民登録がなされていない部屋はいくつあるか。」「２．それらは投資目的と考

えてよいか。」と事前質問した。 

(２) これに対し行為庁である都市政策課は、「１．特定のマンションの居住状

況については、回答を控える。」「２．投資目的かどうか、市では判断できな

い。」と回答した。一方で、当該マンションがある本町１丁目の、当該マンシ

ョンができる前とできた後の人口数比較の表を資料として提供した。 

(３) 是正請求人は、当該マンションは政策的意図があり、税投入もされている

ことから、行政は説明の義務があるし、市民は知る権利があるとし、令和７年

６月30日、多治見市長に対し、事前質問に対する具体的な回答を求めて是正請

求を行った。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

(１) 是正請求人の主張 

ア 当該マンションは、高齢者が市外へ転出するのをできるだけ防ぐため、ま

た、再開発には市の財源を多く投じるが、長いスパンで見れば、固定資産

税や住民税により市も潤うとの説明を受けた。 

イ 当該マンションは、政策的意図があり、税投入もされていることから、当
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該マンションの居住状況について、行政は説明の義務があるし、市民は知

る権利がある。 

 以上のことから、事前質問に対する具体的な回答を求める。 

(２) 行為庁の主張 

ア 当該マンションの整備による効果は、公表データである町丁別人口中、当

該マンションを含む町丁（本町１丁目）の人口を整備前後で比較すること

で判断している。当該マンションの人口の調査は実施していない。 

イ 当該マンションの所有者に対して、その所有目的を確認する調査は実施し

ていない。 

(３) 是正請求人の反論 

ア 公表データの本町１丁目の人口比較で、どれだけ正確な数値が把握できる

のか。 

イ なぜ当該マンションの住民登録を調査しないのか。 

(４) 口頭意見陳述における質疑応答 

ア 質疑応答要旨（是正請求人から行為庁への質疑） 

【質疑】(ア) 住民登録等の調査をしない理由は何か。 

(イ) 住民登録等の調査は、税務課等他の部署に求める方がよいのか。 

【応答】(ア) 税の資料を利用するためには、それなりの根拠が必要となる。    

都市計画事業での成果は、当該地だけでなく、その周辺を面として

捉え、そこでの動態を評価するもの。 

(イ) 地区懇談会を所掌する課は、事前質問に最適な部署を選定し回

答を依頼している。本件についても、都市政策課であれば何とか回

答を出せると考え依頼してきたもの。 

イ 質疑応答要旨（審理員から是正請求人への質疑） 

【質疑】(ア) そもそもマンションを購入される方にはそれぞれの思惑やライ

フスタイルがあり、投資目的かどうかといったセンシティブな質問

はしにくいし、また問うたとて正確な回答が得られないように思わ

れるがいかがか。 

(イ) 現在住民登録がなされていなくとも、将来団地からマンション

に移住予定、子ども夫婦のために用意、といったケースが考えられ、
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住民登録がなされていないイコール投資目的とはならないのではな

いか。 

【応答】(ア) 同様の認識である。 

(イ) 住民登録がなされていないイコール投資目的とはならないこ 

とに同意。 

ウ 質疑応答要旨（審理員から行為庁への質疑） 

【質疑】(ア) 本町１丁目には当該マンションのほかに、昨年１年間に新た 

に建設された住居があるか把握しているか。 

(イ) 特定のマンションの居住状況については回答を控えるとあっ

たが、居住状況について調査データを持っているがプライバシー

に関するため回答を控えているのか、そもそも居住状況を把握し

ていないのか。 

(ウ) 本事業に対しては相当の税投入をしている。市民としては税

投入に対する効果や事業評価を知りたいと考えるのは自然である

と考える。本事業に対し、担当課としてどのような評価をしてい

るのか。 

【応答】(ア) 当該マンションのほかに居住人口に大きな影響を与えるような、

集合住宅の建設はないことを確認している。 

(イ) そもそも居住状況を把握していない。 

(ウ) 駅周辺のインフラ整備を特に評価している。 

(５) 是正請求審査会による是正請求の主旨の認定 

    本件是正請求の主旨は、令和７年度地区懇談会における事前質問に対する市

の回答について、事業の評価を求める是正請求人への説明責任としては不十分

であるとして、より具体的な回答を求めるものである。 

 

第３ 理由 

  １ 地方公共団体の機関における個人情報の取扱い 

(１) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「個人情報保

護法」という。）第61条第１項では、地方公共団体の機関を含む行政機関等

は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例を含む。）の定める所掌
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事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用目的をで

きる限り特定しなければならないことが規定されている。 

(２) 個人情報保護法第69条では、行政機関の長等は、法令に基づく場合を除

き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供し

てはならないことが規定されており、利用目的以外の目的のために自ら利

用し、又は提供することができるのは、本人の同意があるとき若しくは本

人に提供するとき又は行政機関等が法令の定める所掌事務等の遂行のため

に相当の理由があるときとするなど、その例外事由を限定している。 

 

２ 事前質問の正当性及び事前質問への回答の妥当性 

是正請求人が事前質問で求めた住民登録の数という情報は、例えば住所区 

画内に１世帯しか存在しない場合など、条件によっては個人情報に直結する可

能性があるものであり、行政機関として住民を特定するような形になる対応は

できないとする判断は妥当であった。また、マンションを購入する目的につい

ては、個々の事情等が影響するため、その目的を正確に特定することは、現実

的に難しいものと考えられる。よって、事前質問への行為庁の回答は、妥当な

ものであり、是正の必要性があるとは言えない。 
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第４ これまでの是正請求事案 

 

請求日(※) 請求事案 行為庁 決定内容 決定日 

H22.4.6 
児童手当相当額支払請求に係

る異議申立て 

保険年

金課 
棄却 H22.10.18 

H22.5.17 
除住民票交付拒否に係る異議

申立て 
市民課 棄却 H22.10.21 

H22.6.22 
公文書部分公開決定に係る異

議申立て 

子ども

支援課 

非公開とした部分

のうち、個人情報

に当たると考えら

れる部分を除き公

開 

H22.12.15 

H23.4.22 
公文書部分公開決定に係る異

議申立て 

くらし

人権課 
棄却 H23.9.28 

H23.4.27 
公文書部分公開決定に係る異

議申立て 

企業誘

致課 

非公開とした部分

のうち、印影部分

以外の部分を公開 

H23.9.28 

H24.2.6 
市税滞納処分（法人分）によ

る差押えに係る異議申立て 
税務課 却下 H24.2.8 

H24.2.8 
市税滞納処分（個人分）によ

る差押えに係る異議申立て 
税務課 棄却 H25.3.8 

H24.9.21 
ボランティアごみ袋の取扱に

係る是正請求 
環境課 棄却 H25.3.8 

H24.12.19 
高額療養費の支給申請手続に

係る是正請求 

保険年

金課 
棄却 H25.4.22 

H25.1.24 講師募集事務に係る是正請求 
市民文

化課 
却下 H25.2.15 

H25.3.26 

青少年まちづくり市民会議が

支払う使用料の減免について

の是正請求 

教育総

務課 
棄却 H25.9.9 

H25.5.30 
地区懇談会運営方法の見直し

等に係る是正請求 

秘書広

報課 
棄却 H26.3.31 

H25.6.18 
公文書部分公開決定に係る異

議申立て 

区画整

理課 

文書不存在とした

部分公開決定の一

部を取り消し、庁

議資料を公開 

H25.10.30 
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H25.6.18 
公文書部分公開決定に係る異

議申立て 
総務課 

非公開とした部分

のうち、事業を営

む個人に関する情

報の一部を公開 

H25.10.30 

H25.8.15 
個人情報不存在決定について

の異議申立て 

教育推

進課 
棄却 H26.10.23 

H25.8.30 
録音記録の保存に関する是正

請求 
総務課 棄却 H26.10.23 

H25.10.8 
広報たじみの記事に関する是

正請求 

秘書広

報課 
棄却 H26.7.11 

H26.4.7 
H26 年 3 月 31 日是正請求棄却

に対する異議申立て 
総務課 却下 H26.4.21 

H26.5.29 

子どもの権利擁護委員会の調

査打切り等に関する異議申立

て 

くらし

人権課 
棄却 H26.11.10 

H26.8.1 
選択制の意見交換会開催に関

する是正請求 

秘書広

報課 
棄却 H27.5.29 

H26.8.18 滞納処分に関する異議申立て 税務課 却下 H26.10.14 

H27.3.16 
公募委員の選考に関する是正

請求 
総務課 棄却 H27.8.27 

H27.7.23 

「第７次総合計画基本構想

（素案）のまちづくり基本方

針の柱」に関する是正請求 

企画防

災課 
棄却 H27.12.22 

H27.10.8 
意見交換会の改善に関する是

正請求 

秘書広

報課 
棄却 H28.5.6 

H28.1.14 

是正請求審査会答申案作成に

事務局が関与することに関す

る是正請求 

総務課 棄却 H28.9.15 

H28.3.9 

市民病院への改善を求める意

見に対する対応に関する是正

請求 

保健セ

ンター 

市民から寄せられ

た意見とその回答

について病院内に

掲示すべき 

H28.6.20 

H28.8.23 

地方自治法に違反する認可地

縁団体の規約の改正指導に関

する是正請求 

くらし

人権課 

行為庁のこれまで

の取組を前提に、

更に適切な指導の

継続を求める 

H29.3.17 
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H28.10.24 
非公開情報を公開したことに

関する是正請求 

文化財

保護セ

ンタ

ー、産

業観光

課、市

街地整

備課 

一部認容・一部棄

却 
H29.7.18 

H28.11.8 
後期地区懇談会の復活に関す

る是正請求 

秘書広

報課 
棄却 H29.9.11 

H28.12.19 市道認定に関する是正請求 
道路河

川課 
棄却 H29.11.21 

H29.1.17 公文書公開に関する是正請求 
総務課 

開発指

導課 

一部認容・一部棄

却 
H30.3.12 

H29.1.18 
是正請求制度に関する是正請

求 
総務課 棄却 H29.9.11 

H29.2.6 

２項道路認定に関する是正請

求(市道認定に関する是正請求

と併合審査) 

開発指

導課 
棄却 H29.11.21 

H29.12.15 
地域課題等に対する意見交換

会に関する是正請求 

秘書広

報課 
棄却 H30.8.27 

H30.2.22 

地域課題等に対する意見交換

会の会議録である「地域回

覧」に関する是正請求 

秘書広

報課 
棄却 H30.8.27 

H30.7.12 
是正請求制度運用状況の公表

に関する是正請求 

秘書広

報課・

総務課 

是正請求制度の運

用状況の公表につ

いて見直し、その

改善を行う 

H31.4.18 

H30.11.21 要望書回答に関する是正請求 
秘書広

報課 
棄却  R2.6.26 

H30.12.25 要望書回答に関する是正請求 

人事課 

文化ス

ポーツ

課 

却下  R2.6.26 

H31.1.4 
ごみステーションに関する是

正請求 

税務課 

環境課 
棄却 R1.12.9 

H31.2.12 
給水料金の減免に関する是正

請求 

上下水

道課 

漏水時の水道料金

の上限及び減免対

象期間の延長につ

いて検討すべき 

R1.10.3 
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R1.7.9 
是正請求制度運用状況の公表

に関する是正請求 
総務課 棄却 R1.12.4 

R1.12.26 財政情報に関する是正請求 財政課 棄却 R2.11.12 

R2.2.4 
本庁舎建替えのパブリックコ

メントに関する是正請求 
総務課 棄却 R2.11.12 

R2.3.9 特定空家等に関する是正請求 
都市政

策課 

一部認容・一部棄
却 R3.8.10 

R2.5.14 
消防法等違反事案に対する対

応に関する是正請求 
総務課 却下 R2.5.25 

R2.11.20 
県政情報の広報掲載に関する

是正請求 

秘書広

報課 
棄却 R3.7.8 

R2.11.30 
土地関係法令の整合に関する

是正請求 

開発指

導課 
棄却 R4.3.1 

R3.3.31 
定期総会における役員選挙へ

の勧告等に関する是正請求 

市街地

整備課 
却下 R3.5.6 

R5.7.19 
ごみ集積場設置に係る補助金

に関する是正請求 

三の倉

センタ

ー 

棄却 R6.4.24 

R5.8.22 

たじみ市民討議会に係る参加

者選出のあり方に関する是正

請求 

秘書広

報課 

全ての年齢の市民
をたじみ市民討議
会の参加対象とす
る 

R6.4.24 

R6.7.3 

是正請求審査会議事録の公開

に係る情報公開条例に基づく

請求手続を要することの是正

請求 

総務課 棄却 R7.6.12 

R6.9.10 

令和６年度北栄地域地区懇談

会要旨の訂正に関する是正請

求 

秘書広

報課 

回覧文書に記載さ
れた事前質問の要
旨を訂正する 

R7.6.12 

R7.6.30 

令和７年度地区懇談会の事前

質問に対する回答に関する是

正請求 

都市政

策課 
棄却 R8.3.27 

(※) 平成28年３月までは、行政不服審査法に基づく不服申立てについても是正請求

とみなして、是正請求手続条例の規定を適用する取扱いをしていました。 
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第５ これまでの審理員候補者名簿 

 

公表日 順位 補職名 人数 

H24.4.10 

1  総務課長 

6  

1  企画防災課長 

2  都市政策課長 

2  福祉課長 

3  総務部長 

3  企画部長 

H25.10.1 

1  総務課長 

6  

1  企画防災課長 

2  都市政策課長 

2  福祉課長 

3  税務課長 

3  人事課長 

H26.4.1 

1  総務課長 

4  
1  企画防災課長 

3  税務課長 

3  人事課長 

H27.2.23 

1  総務課長 

7  

1  企画防災課長 

3  税務課長 

3  人事課長 

3  都市政策課長 

3  水道課長 

3  市民健康部課長 

 1  総務課長 

8   1  企画防災課長 

 3  総務部次長兼税務課長 
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H27.4.1 
3  人事課長 

 

3  都市政策課長 

 3  水道課長 

 3  環境課長 

 3  企業誘致課長 

H29.4.1 

1  総務課長 

12  

1  企画防災課長 

2  都市政策課長 

2  税務課長 

3  人事課長 

3  産業観光課長 

3  道路河川課長 

3  建築住宅課長 

3  環境課長 

3  くらし人権課長 

3  福祉課長 

3  情報課長 

H30.4.1 

1  総務課長 

12  

1  企画防災課長 

2  都市政策課長 

2  人事課長 

3  教育総務課長 

3  産業観光課長 

3  工事課長 

3  建築住宅課長 

3 経済部課長（農林担当） 

3  財政課長 

3  福祉課長 

3  情報課長 
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H31.4.1 

1  総務課長 

13  

1  企画防災課長 

2  建設部次長 

2  人事課長 

3  情報課長 

3  税務課長 

3  財政課長 

3  高齢福祉課長 

3 経済部課長（農林担当） 

3  建築住宅課長 

3  工事課長 

3  保険年金課長 

3  教育総務課長 

R2.4.1 

１  総務課長 

13 

１  企画防災課長 

２  人事課長 

２  情報課長 

３  税務課長 

３  財政課長 

３  高齢福祉課長 

３ 三の倉センター所長 

３  建築住宅課長 

３  道路河川課長 

３  保険年金課長 

３  秘書広報課長 

３  子ども支援課長 

 １  総務課長 

12  １  企画防災課長 

 １  財政課長 
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 ２  保険年金課長 

 ２  税務課長 

R3.4.1 
３  高齢福祉課長 

３  子ども支援課長 

 ３  建築住宅課長 

 ３  道路河川課長 

 ３  秘書広報課長 

 ３  教育総務課長 

 ３  人事課 

R4.4.1 

１  総務課長 

12 

１  企画防災課長 

２  財政課長 

２  保険年金課長 

３  税務課長 

３  高齢福祉課長 

３  子ども支援課長 

３  建築住宅課長 

３  道路河川課長 

３  秘書広報課長 

３  教育総務課長 

３  人事課長 

 

 

R5.4.1 

１  総務課長 

10 

１  企画防災課長 

３  財政課長 

３  保険年金課長 

３  福祉課長 

３  子ども支援課長 

３  道路河川課長 

３  秘書広報課長 
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３  教育総務課長 

３  人事課長 

R6.4.1 

１ 総務課長 

10 

１ 企画防災課長 

３ 財政課長 

３ 新庁舎建設事務局長 

３ 道路河川課長 

３ 人事課長 

３ 公共施設管理課長 

３ 教育総務課長 

３ 環境課長 

３ 都市政策課長 

R7.4.1 

１ 総務課長 

9 

１ 企画政策課長 

３ 財政課長 

３ 人事課長 

３ 会計課長 

３ 新庁舎建設事務局長 

３ 上下水道工務課長 

３ 環境課長 

３ 都市政策課長 

 １ 総務課長  

 １ 企画政策課長  

 ２ 商工観光課長  

 ３ 財政課長  

R8.4.1 ３ 人事課長 9 

 ３ 環境課長  

 ３ 都市政策課長  

 ３ 上下水道工務課長  
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 ３ 会計課長  
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第６ 是正請求審査会 

 

１ 是正請求審査会開催状況 

 令和７年度第１回 

  日時 令和７年10月31日(金)午前10時から 

  議題 ・令和７年度地区懇談会の事前質問に対する回答に関する是正請求 

審議 

 

 令和７年度第２回 

  日時 令和７年12月８日(月)午後２時から 

  議題 ・令和７年度地区懇談会の事前質問に対する回答に関する是正請求 

口頭意見陳述、審議 

 

 令和７年度第３回 

  日時 令和８年２月６日(金)午前10時から 

  議題 ・令和７年度地区懇談会の事前質問に対する回答に関する是正請求 

答申書調製 

 

 

２ 是正請求審査会委員名簿（令和８年４月１日現在） 

会長 北見宏介（平成30年９月１日～） 

久米一世（令和元年５月１日～） 

水野隆吾（令和４年７月８日～） 

隈元智子（令和４年７月８日～） 

矢島聖也（令和４年７月８日～） 

小川賢二（令和７年７月８日～） 

松浦勇二（令和７年７月８日～） 
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第７ 条例・規則 

 

○多治見市是正請求手続条例 

平成21年12月15日条例第42号 

改正 

平成22年３月24日条例第３号 

平成26年12月22日条例第37号 

平成27年12月24日条例第37号 

平成28年３月24日条例第14号 

令和２年６月30日条例第17号 

令和４年３月24日条例第１号 

多治見市是正請求手続条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 是正請求 

第１節 是正請求手続（第８条―第10条の３） 

第２節 審理手続等 

第１款 審理手続（第11条―第20条） 

第２款 審理員（第21条―第23条） 

第３節 是正請求審査会への諮問（第24条） 

第４節 決定（第25条―第30条） 

第３章 是正請求審査会 

第１節 設置及び組織（第31条・第32条） 

第２節 調査審議手続（第33条―第36条） 

第４章 雑則（第37条・第38条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、市の行為等に関して是正を求める請求について、公正かつ中立的な手続で解決する制

度を定めることにより、市民の権利利益の保護を図り、市政の適正な運営に資するとともに、行政不服審

査法（平成26年法律第68号）第81条第４項の規定により同条第１項に規定する機関の組織及び運営に関し

必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市の機関 議会又は市長その他の執行機関その他法律の規定に基づき市に置かれる機関若しくは地

方公営企業の管理者の権限を行う市長（これらに置かれる機関若しくはこれらの管理に属する機関若し

くはこれらの機関の職員であって法令等（法令及び条例等をいう。以下同じ。）により独立に権限を行

使することを認められたもの又は指定管理者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項

の規定により市の指定を受けたものをいう。以下同じ。）を含む。）をいう。 

(２) 法令 法律及び法律に基づく命令（告示を含む。）並びに岐阜県の条例及び同県の執行機関の規則

（地方自治法第138条の４第２項に規定する規程を含む。以下同じ。）をいう。 

(３) 条例等 市の条例並びに規則及び企業管理規程（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第10条
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に規定する管理規程をいう。）並びに地方自治法第252条の17の２第１項又は地方教育行政の組織及び

運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第55条第１項の規定により岐阜県が定める条例により市が

処理することとされた事務について規定する同県の条例及び同県の執行機関の規則をいう。 

(４) 行為 市の機関の意思決定及び活動をいう。 

(５) 不作為 相当の期間内に何らかの行為をすべきにもかかわらず、これをしないことをいう。 

(６) 行為等 行為又は不作為をいう。 

（是正請求） 

第３条 何人も、市の機関の行為等が適正でないと考えるときは、当該行為等の是正を請求することができ

る。 

２ 前項に規定する請求（以下「是正請求」という。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る者に対して行うものとする。 

(１) 議会又は議会に置かれる機関の行為等 議会の議長 

(２) 市長その他の執行機関その他法律の規定に基づき市に置かれる機関又は地方公営企業の管理者の権

限を行う市長（これらに置かれる機関若しくはこれらの管理に属する機関若しくはこれらの機関の職員

であって法令等により独立に権限を行使することを認められたもの又は指定管理者を含む。）の行為等 

市長 

３ 是正請求は、行為等があったことを知り得た日（相当な注意をもって調査すれば客観的に知り得た日を

いう。）から３月を経過したときは、することができない。ただし、正当な理由があるときは、この限り

でない。 

４ 是正請求は、行為等の日から１年を経過したときは、することができない。ただし、正当な理由がある

ときは、この限りでない。 

（他の制度との関係） 

第４条 前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる場合にあっては、是正請求をすることができない。 

(１) 住民監査請求（地方自治法第242条第１項に規定する請求をいう。）をすることができる場                                  

合 

(２) 行政不服審査法に基づく不服申立て（同法第１条第２項に規定する他の法律に特別の定めがある

場合の不服申立てを含む。以下同じ。）をすることができる場合 

(３) 行政手続法（平成５年法律第88号）第36条の３第１項又は多治見市行政手続条例（平成９年条例

第１号）第34条の３第１項の規定による処分等の求めを行うことができる場合 

(４) 前３号に掲げるもののほか、法令又は他の条例等の規定により、市に対して措置を請求すること

ができる場合 

２ 前項第４号の規定にかかわらず、行政手続法第36条の２第１項又は多治見市行政手続条例第34条の２第

１項の規定による行政指導の中止等の求めについては、行政指導の中止等の求め又は是正請求のいずれも

行うことができる。 

（適用除外） 

第５条 次に掲げる行為等については、第３条第１項の規定は、適用しない。 

(１) 是正請求人又は第三者が具体的な利害を有しない行為等 

(２) 議会（議会に置かれる委員会を含む。次号において同じ。）の議決（同意その他の意思決定を含む。

以下同じ。） 

(３) 議会の会議における議事整理その他の議会運営に関することで、議会の議員にのみ適用される行為

等 

(４) 当事者間の法律関係を確認し、又は形成する行為等で、法令の規定により当該行為等に関する訴え
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においてその法律関係の当事者の一方を被告とすべきものと定められているもの 

(５) 地方税の犯則事件に関する法令等（他の法令等において準用する場合を含む。）に基づいて徴税吏

員（他の法令等の規定に基づいてこれらの職員の職務を行う者を含む。）がする行為等 

(６) 学校、講習所、訓練所又は研修所において、教育、講習、訓練又は研修の目的を達成するために、

学生、生徒、児童若しくは幼児若しくはこれらの保護者、講習生、訓練生又は研修生に対してされる行

為等 

(７) 公務員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第２条に規定する地方公務員をいう。以下同じ。）

又は公務員であった者に対してその職務又は身分に関してされる行為等 

(８) 専ら人の学識技能に関する試験又は検定の結果についての行為等 

(９) 相反する利害を有する者の間の利害の調整を目的として法令等の規定に基づいてされる裁定その他

の行為等 

(10) 公衆衛生、環境保全、防疫、保安その他の公益にかかわる事象が発生し、又は発生する可能性のあ

る現場においてこれらの公益を確保するために行使すべき権限を法令等により直接に与えられた職員に

よってされる行為等 

(11) 市政監察員（多治見市職員による公益通報に関する条例（平成18年条例第53号）第14条に規定する

市政監察員をいう。）の職務上の行為等 

(12) この条例に基づく行為等 

(13) 前条第１項各号に規定する措置の請求に係る法令又は他の条例等の規定による行為等 

(14) 聴聞、弁明の機会の付与その他の意見陳述のための手続において法令又は他の条例等に基づいてさ

れる行為等 

（執行停止） 

第６条 是正請求は、行為の執行又は手続の続行を妨げない。 

２ 行為庁（是正請求の対象となった行為等をした市の機関をいう。以下同じ。）は、必要があると認める

場合には、是正請求人（第３条第１項の規定により是正請求を行ったものをいう。以下同じ。）の申立て

により又は職権で、行為の執行又は手続の続行の全部又は一部の停止その他の措置（以下「執行停止」と

いう。）をとることができる。 

３ 前項に規定する場合において、行為の執行又は手続の続行により生ずる重大な損害を避けるために緊急

の必要があると認めるときは、行為庁（以下この条及び第22条第３項において「執行停止庁」という。）

は、執行停止をしなければならない。ただし、公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるとき、又は

本案について理由がないとみえるときは、この限りでない。 

４ 是正請求人から執行停止の申立てがあったとき、又は審理員（第11条第１項の規定により指名された者

をいう。同項を除き、以下同じ。）から第22条第３項に規定する執行停止をすべき旨の意見書が提出され

たときは、執行停止庁は、速やかに、執行停止をするかどうかを決定しなければならない。 

５ 執行停止をした後において、執行停止が公共の福祉に重大な影響を及ぼすことが明らかとなったとき、

その他事情が変更したときは、執行停止庁は、その執行停止を取り消すことができる。 

６ 執行停止庁は、職権により執行停止をしたとき若しくは第４項の規定により執行停止をするかどうかを

決定したとき又は前項の規定により執行停止を取り消したときは、その旨を是正請求人及び審理員に通知

しなければならない。この場合において、執行停止をしない旨を決定したとき又は執行停止を取り消した

ときは、その理由を付して通知しなければならない。 

（標準審理期間） 

第７条 審査庁（第３条第２項の規定により是正請求を受け付けた市の機関をいう。以下同じ。）となるべ

き市の機関は、是正請求がその事務所に到達してから６月を経過するまでに当該是正請求に対する決定
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（是正請求に対して市の機関が取るべき是正、改善その他の措置を定めることをいう。以下同じ。）をす

るよう努めるものとする。 

第２章 是正請求 

第１節 是正請求手続 

（是正請求書の提出） 

第８条 是正請求は、是正請求書を提出してするものとする。ただし、書面によることができない場合は、

口頭により是正請求をすることができる。 

２ 是正請求書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１) 是正請求人の氏名又は名称及び住所又は事務所等の所在地 

(２) 是正請求に係る行為等の内容 

(３) 是正請求に係る行為等があったことを知った年月日 

(４) 是正請求の趣旨及び理由 

(５) 是正請求の年月日 

(６) その他規則で定める事項 

３ 第３条第３項本文又は第４項本文に規定する期間（第10条の３第１号において「是正請求期間」とい

う。）の経過後において是正請求をする場合には、前項に規定する事項のほか、第３条第３項ただし書又

は第４項ただし書に規定する正当な理由を記載しなければならない。 

４ 審査庁は、是正請求書（第１項ただし書の規定による口頭による場合の陳述を含む。）が前３項の規定

に違反する場合は、是正請求人に対し相当の期間を定めて、その期間内に不備を補正すべきことを命じな

ければならない。 

（代表者） 

第９条 多数人が共同して是正請求をしようとする場合においては、代表者を互選するものとする。 

２ 前項に規定する場合において、代表者が互選されないときは、審査庁は、代表者を定めることができる。 

（参加人） 

第10条 利害関係人（是正請求人以外の者であって是正請求に係る行為等につき利害関係を有するものと認

められるものをいう。以下同じ。）は、審理員の許可を得て、当該是正請求に参加することができる。 

２ 審理員は、必要があると認める場合には、利害関係人に対し、当該是正請求に参加することを求めるこ

とができる。 

３ 審理員は、第１項の規定により利害関係人の参加を許可したとき又は前項の規定により利害関係人が参

加の求めに応じたときは、当該利害関係人に是正請求書の写しを送付しなければならない。 

（是正請求の取下げ） 

第10条の２ 是正請求人は、次条又は第25条第１項の規定による決定があるまでは、いつでも是正請求を取

り下げることができる。 

２ 是正請求の取下げは、書面でしなければならない。ただし、書面によることができない場合は、口頭に

より取下げをすることができる。 

（審理手続等を経ないでする却下決定） 

第10条の３ 是正請求が次のいずれかに該当する場合は、審査庁は、次節第１款に規定する審理手続及び次

章第２節に規定する調査審議手続を経ないで、第27条第１項の規定に基づき、決定で、当該是正請求を却

下することができる。 

(１) 是正請求が是正請求期間の経過後にされたものであるとき（第３条第３項ただし書又は同条第４項

ただし書に規定する正当な理由があるときを除く。）その他不適法である場合 

(２) 第８条第４項の場合において、是正請求人が同項の期間内に不備を補正しない場合 
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第２節 審理手続等 

第１款 審理手続 

（審理員の指名） 

第11条 審査庁は、是正請求を受け付けたときは、前条の規定により当該是正請求を却下する場合を除き、

第21条第２項に規定する名簿に記載されている者のうちからこの款に規定する審理手続を行う者を指名し、

その者に是正請求書の写しを送付するとともに、その旨を是正請求人及び行為庁（審査庁以外の行為庁に

限る。）に通知しなければならない。 

２ 審理員は、審査庁から指名されたときは、直ちに、是正請求書の写しを行為庁に送付しなければならな

い。ただし、行為庁が審査庁である場合は、この限りでない。 

（審理手続の計画的進行） 

第12条 是正請求人、参加人（第10条の規定により当該是正請求に参加する者をいう。以下同じ。）及び行

為庁並びに審理員は、簡易迅速かつ公正な審理の実現のため、審理において、相互に協力するとともに、

審理手続の計画的な進行を図らなければならない。 

２ 審理員は、迅速かつ公正な審理を行うため、第16条から第18条までに定める審理手続を計画的に遂行す

る必要があると認める場合には、期日及び場所を指定して、是正請求人、参加人及び行為庁（以下「審理

関係人」という。）を招集し、あらかじめ、これらの審理手続の申立てに関する意見の聴取を行うことが

できる。 

（手続の併合又は分離） 

第13条 審理員は、必要があると認める場合には、数個の是正請求に係る審理手続を併合し、又は併合され

た数個の是正請求に係る審理手続を分離することができる。 

（弁明書の提出） 

第14条 審理員は、相当の期間を定めて、行為庁に対し、弁明書の提出を求めるものとする。 

２ 行為庁は、前項の弁明書に、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める事項を記載しなければならない。 

(１) 行為についての是正請求に対する弁明書 行為の内容及び理由 

(２) 不作為についての是正請求に対する弁明書 不作為の理由並びに予定される行為の時期、内容及び

理由 

３ 行為庁が次に掲げる書面を所持する場合には、前項第１号に掲げる弁明書にこれを添付するものとする。 

(１) 多治見市行政手続条例第24条第１項の調書及び同条第３項の報告書 

(２) 多治見市行政手続条例第27条第１項に規定する弁明書 

４ 審理員は、行為庁から弁明書の提出があったときは、その写し（前項の規定により添付された書面の写

しを含む。）を是正請求人及び参加人に送付しなければならない。 

（反論書等の提出） 

第15条 是正請求人は、前条第４項の規定により送付された弁明書に記載された事項に対する反論を記載し

た書面（以下「反論書」という。）を提出することができる。この場合において、審理員が、反論書を提

出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提出しなければならない。 

２ 参加人は、是正請求に係る事案に関する意見を記載した書面（第20条第４項及び第22条第３項を除き、

以下「意見書」という。）を提出することができる。この場合において、審理員が、意見書を提出すべき

相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提出しなければならない。 

３ 審理員は、是正請求人から反論書の提出があったときはその写しを参加人及び行為庁に、参加人から意

見書の提出があったときはその写しを是正請求人及び行為庁に、それぞれ送付しなければならない。 

（口頭意見陳述） 

第16条 是正請求人又は参加人の申立てがあった場合には、審理員は、当該申立てをした者（以下この条及
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び第20条第２項第２号において「申立人」という。）に口頭で是正請求に係る事案に関する意見を述べる

機会を与えなければならない。ただし、当該申立人の所在その他の事由により当該意見を述べる機会を与

えることが困難であると認められる場合には、この限りでない。 

２ 前項本文の規定による意見の陳述（以下「口頭意見陳述」という。）は、審理員が期日及び場所を指定

し、全ての審理関係人を招集して行わせるものとする。 

３ 口頭意見陳述において、審理員は、申立人の陳述が事案に関係のない事項にわたる場合その他相当でな

い場合には、これを制限することができる。 

４ 口頭意見陳述に際し、申立人は、審理員の許可を得て、是正請求に係る事案に関し、行為庁に対して、

質問を発することができる。 

（証拠書類等の提出） 

第17条 是正請求人又は参加人は、証拠書類又は証拠物を提出することができる。 

２ 行為庁は、当該行為等の理由となる事実を証する書類その他の物件を提出することができる。 

３ 前２項の場合において、審理員が、証拠書類若しくは証拠物又は書類その他の物件を提出すべき相当の

期間を定めたときは、その期間内にこれを提出しなければならない。 

（物件の提出要求等） 

第18条 審理員は、是正請求人若しくは参加人の申立てにより又は職権で、次の各号に掲げることができる。 

(１) 書類その他の物件の所持人に対し、相当の期間を定めて、その物件の提出を求めること。 

(２) 適当と認める者に、参考人としてその知っている事実の陳述を求め、又は鑑定を求めること。 

(３) 必要な場所につき、検証をすること。 

(４) 是正請求に係る事案に関し、審理関係人に質問すること。 

２ 前項の規定による審理員の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（是正請求人等による物件の閲覧等） 

第19条 是正請求人又は参加人は、次条第１項又は第２項の規定により審理手続が終結するまでの間、審理

員に対し、第17条第１項若しくは第２項又は前条第１項第１号の規定により提出された書類その他の物件

の閲覧（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）にあっては、

記録された事項を審理員が指定する方法により表示したものの閲覧）又は当該書類の写し若しくは当該電

磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付を求めることができる。この場合において、審理員は、

第三者の利益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときでなければ、その閲覧又

は交付を拒むことができない。 

２ 審理員は、前項の規定による閲覧をさせ、又は同項の規定による交付をしようとするときは、当該閲覧

又は交付に係る提出書類等の提出人（審理関係人を除く。）の意見を聴かなければならない。ただし、審

理員が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

３ 審理員は、第１項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定することができる。 

４ 第１項の規定による交付に係る手数料は、無料とする。ただし、当該交付を行う場合における写し又は

書面の作成及び送付に要する費用は、当該交付を受ける者の負担とする。 

（審理手続の終結） 

第20条 審理員は、必要な審理を終えたと認めるときは、審理手続を終結するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、審理員は、次の各号のいずれかに該当するときは、審理手続を終結すること

ができる。 

(１) 次のアからオまでに掲げる規定の相当の期間内に、当該アからオまでに定める物件が提出されない

場合において、更に一定の期間を示して、当該物件の提出を求めたにもかかわらず、当該提出期間内に
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当該物件が提出されなかったとき。 

ア 第14条第１項 弁明書 

イ 第15条第１項後段 反論書 

ウ 第15条第２項後段 意見書 

エ 第17条第３項 証拠書類若しくは証拠物又は書類その他の物件 

オ 第18条第１項第１号 書類その他の物件 

(２) 申立人が、正当な理由なく、口頭意見陳述に出頭しないとき。 

３ 前２項の規定により審理手続を終結したときは、審理員は、速やかに、審理関係人に対し、審理手続を

終結した旨並びに次項に規定する審理員意見書及び事案記録（是正請求書、弁明書その他是正請求に係る

事案に関する書類その他の物件をいう。第５項及び第24条第２項において同じ。）を審査庁に提出する予

定時期を通知するものとする。当該予定時期を変更したときも、同様とする。 

４ 審理員は、審理手続を終結したときは、遅滞なく、審査庁がすべき決定に関する意見書（以下「審理員

意見書」という。）を作成しなければならない。 

５ 審理員は、審理員意見書を作成したときは、速やかに、これを事案記録とともに、審査庁に提出しなけ

ればならない。 

第２款 審理員 

（審理員） 

第21条 審査庁が第11条第１項の規定により指名する者は、次に掲げる者以外の者でなければならない。 

(１) 是正請求に係る行為に関与した者又は是正請求に係る不作為に関与し、若しくは関与することとな

る者 

(２) 是正請求人 

(３) 是正請求人の配偶者、４親等内の親族又は同居の親族 

(４) 前号に掲げる者であった者 

(５) 是正請求人の代理人又は後見人、後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助人若しくは補助監督人 

(６) 利害関係人 

２ 市長は、審理員となるべき者（以下「審理員候補者」という。）の名簿を第11条第１項の規定による指

名の順位を付して作成し、事務所における備付けその他の適当な方法により公にしておかなければならな

い。 

（審理員の職務） 

第22条 審理員は、その良心に従い、独立して、前款に規定する事務の全てを行う。 

２ 審理員は、その管理に属する職員に事務の補助を、他の審理員候補者に審理の補助を求めることができ

る。この場合において、補助を求められた者は、審理員に協力しなければならない。ただし、審理員の判

断につき、合議によることができるものと解してはならない。 

３ 審理員は、必要があると認める場合には、執行停止庁に対し、執行停止をすべき旨の意見書を提出する

ことができる。 

（審理員等の保護） 

第23条 審理員及び審理員候補者並びに前条第２項本文の規定により審理員の補助を行う者（以下「審理員

等」という。）は、審理員若しくは審理員候補者であること又は審理員としての職務若しくは同項本文の

規定による審理員の補助に関すること（次項において「審理員等の職務等」という。）を理由としていか

なる不利益取扱（事実行為を含む。）も受けない。 

２ 前項のため、審理員等については、審理員若しくは審理員候補者であること又は審理員等の職務等に関

し、多治見市職員による公益通報に関する条例の例による保護を受ける。 
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第３節 是正請求審査会への諮問 

第24条 審査庁は、審理員意見書の提出を受けたときは、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、是正

請求審査会（第31条第１項に規定する是正請求審査会をいう。以下同じ。）に諮問しなければならない。 

(１) 議会の議決又は審議会等（地方自治法第138条の４第３項に規定する機関をいう。以下同じ。）の

議を経て当該行為等が行われた場合 

(２) 議会の議決又は審議会等の議を経て決定をしようとする場合（第４項の規定による場合を含む。） 

(３) 是正請求が、是正請求審査会によって、市民の権利利益及び市政の適正な運営に対する影響の程度

その他当該事案の性質を勘案して、諮問を要しないものと認められたものである場合 

(４) 是正請求の全部を認容しようとする場合（当該是正請求の全部を認容することについて反対する旨

の意見書が提出されている場合又は口頭意見陳述においてその旨の意見が述べられている場合を除く。） 

２ 前項の規定による諮問は、審理員意見書及び事案記録の写しを添えてしなければならない。 

３ 第１項の規定により諮問をした審査庁は、審理関係人（行為庁が審査庁である場合にあっては、是正請

求人及び参加人。以下この項において同じ。）及び審理員に対し、当該諮問をした旨を通知するとともに、

審理関係人に審理員意見書の写しを送付しなければならない。 

４ 是正請求の認容に伴い、一定の行為が必要となる場合において、当該行為をとるために必要があると認

めるときは、審査庁は、議会の議決若しくは審議会等の議を経ること又は関係行政機関との協議の実施そ

の他の手続をとることができる。 

第４節 決定 

（決定） 

第25条 審査庁は、是正請求審査会から諮問に対する答申を受けたとき（前条第１項（同項第２号を除く。）

の規定により諮問を要しない場合にあっては審理員意見書が提出されたとき、同号の規定により諮問を要

しない場合にあっては同号に規定する議決又は議を経たとき）は、遅滞なく、決定をしなければならない。 

２ 審査庁は、是正請求審査会の答申（前条第１項第２号に規定する議決又は議を経たときは当該議決又は

議）を尊重して決定をしなければならない。 

（是正請求の認容） 

第26条 是正請求に係る行為が適正でない場合（次条第３項の規定の適用がある場合を除く。）は、審査庁

は、決定で、当該行為の全部若しくは一部を取り消し、又はこれを変更する。ただし、審査庁が行為庁の

上級行政庁又は行為庁のいずれでもない場合には、当該行為を変更することはできない。 

２ 是正請求に係る不作為が適正でない場合には、審査庁は、決定で、その旨を宣言する。 

３ 前２項に規定する場合において、審査庁は、一定の行為をすべきものと認めるときは、次の各号に掲げ

る審査庁の区分に応じ、当該各号に定める措置をとる。 

(１) 行為庁の上級行政庁である審査庁 当該行為庁に対し、当該行為をすることを求めること。 

(２) 行為庁である審査庁 当該行為をすること。 

４ 第１項の場合において、是正請求を行ったことを理由として是正請求人の不利益に当該行為を変更して

はならない。 

（是正請求の却下又は棄却） 

第27条 是正請求が不適法である場合には、審査庁は、決定で、当該是正請求を却下する。 

２ 是正請求に係る行為等が適正であり、是正の必要性が認められない場合には、審査庁は、決定で、当該

是正請求を棄却する。 

３ 是正請求に係る行為等が適正ではないが、これを是正することにより公の利益に著しい障害を生ずる場

合において、是正請求人の受ける損害の程度、その損害の賠償又は防止の程度及び方法その他一切の事情

を考慮した上、行為等を是正することが公共の福祉に適合しないと認めるときは、審査庁は、決定で、当
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該是正請求を棄却することができる。この場合には、審査庁は、決定の主文で、当該行為等が適正でない

ことを宣言しなければならない。 

（決定の方式） 

第28条 決定は、次に掲げる事項を記載した決定書により行わなければならない。 

(１) 主文 

(２) 事案の概要 

(３) 審理関係人の主張の要旨 

(４) 理由（第１号の主文が是正請求審査会の答申書若しくは議会の議決若しくは審議会等の議又は審理

員意見書と異なる内容である場合には、異なることとなった理由を含む。） 

２ 第24条第１項の規定による是正請求審査会への諮問を要しない場合には、前項の決定書には、審理員意

見書を添付しなければならない。 

３ 審査庁は、決定をしたときは、決定書の謄本を審理関係人（審査庁である行為庁を除く。）に送付しな

ければならない。 

（決定の拘束力） 

第29条 是正請求の認容に当たり、一定の行為が必要となるときは、当該行為を所管する市の機関は、決定

の趣旨に従い、当該行為をしなければならない。 

２ 公表された行為等が決定で取り消され、又は変更された場合には、行為庁は、当該行為等が取り消され、

又は変更された旨を公表しなければならない。 

３ 行為等の相手方以外の者に通知された行為等が決定で取り消され、又は変更された場合には、行為庁は、

その通知を受けた者（是正請求人及び参加人を除く。）に、当該行為等が取り消され、又は変更された旨

を通知しなければならない。 

（証拠書類等の返還） 

第30条 審査庁は、決定をしたときは、速やかに、第17条第１項又は第２項の規定により提出された証拠書

類若しくは証拠物又は書類その他の物件及び第18条第１項第１号の規定による提出要求に応じて提出され

た書類その他の物件をその提出人に返還しなければならない。 

第３章 是正請求審査会 

第１節 設置及び組織 

（設置） 

第31条 市に、是正請求審査会（以下この章において「審査会」という。）を置く。 

２ 行政不服審査法第81条第１項に規定する機関は、審査会とする。 

３ 審査会は、この条例の規定によりその権限に属させられた事項及び行政不服審査法の規定によりその権

限に属させられた事項を処理する。 

４ 審査会は、第24条第１項の規定による諮問及び行政不服審査法第43条第１項の規定による諮問に対する

答申において、当該是正請求及び当該審査請求の原因となった制度の改善に関し建議することができる。 

５ 審査会は、この条例に定める職務の遂行を通じて得た市政に関する知見に基づき、自己の発意により調

査を行い、市に対し市政運営の改善に関し建議することができる。 

（組織） 

第32条 審査会は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法律又は行政に関して

優れた識見を有する者及び市民のうちから、市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 
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５ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

６ 前各項に掲げるもののほか、審査会の組織及び運営に関して必要な事項は、規則で定める。 

第２節 調査審議手続 

（審査会の調査権限） 

第33条 審査会は、必要があると認める場合には、是正請求に係る事案に関し、是正請求人、参加人又は行

為庁（以下この節において「審査関係人」という。）にその主張を記載した書面（以下この節において

「主張書面」という。）又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実の陳述又は

鑑定を求めることその他必要な調査をすることができる。 

２ 前項の規定による審査会の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（意見の陳述） 

第34条 審査会は、審査関係人から申立てがあった場合には、当該審査関係人に口頭で意見を述べる機会を

与えなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認める場合には、この限りでない。 

（主張書面等の提出） 

第35条 審査関係人は、審査会に対し、主張書面又は資料を提出することができる。この場合において、審

査会が、主張書面又は資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提出しなければ

ならない。 

２ 審査関係人から第33条第１項及び前項に規定する主張書面又は資料の提出があったときは、審査会は、

その写しを審査関係人（当該主張書面又は資料を提出した者を除く。）に送付しなければならない。 

（答申書の送付等） 

第36条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査関係人に送付するとともに、答申

の内容を公表するものとする。 

第４章 雑則 

（運用状況の公表） 

第37条 市長は、毎年１回、この条例の運用状況（行政不服審査法に基づく不服申立てに係るものを除く。）

を取りまとめ、公表しなければならない。 

（委任） 

第38条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成22年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次条の規定は、

公布の日から施行する。 

（準備行為） 

第２条 第32条第２項の規定による是正請求審査会の委員の委嘱に関し必要な行為は、施行日前においても

行うことができる。 

（経過措置） 

第３条 施行日前に受け付けた不服申立てであって、施行日において裁決の行われていない不服申立てがあ

る場合にあっては、当該不服申立てについて施行日前に行われた事務については、この条例の相当の規定

により処理されたものとみなす。この場合において、第４条第１項に規定する審査庁等が保有している資

料その他の物件については、審理員に引き継ぐものとする。 

（多治見市行政手続条例の一部改正） 

第４条 多治見市行政手続条例の一部を次のように改正する。 

第３条第９号を次のように改める。 
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(９) 多治見市是正請求手続条例（平成21年条例第42号）第３条第１項に規定する是正請求（同条例第

４条第１項前段の規定により同条例の適用を受ける行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定

に基づく不服申立てを含む。）に対する決定（裁決を含む。）その他の処分 

（多治見市職員による公益通報に関する条例の一部改正） 

第５条 多治見市職員による公益通報に関する条例の一部を次のように改正する。 

第４条第１項第１号中「行政不服審査法（昭和37年法律第160号）に基づく裁決若しくは決定」を「多

治見市是正請求手続条例（平成21年条例第42号）第３条第１項に規定する是正請求（同条例第４条第１項

前段の規定により同条例の適用を受ける行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定に基づく不服申

立てを含む。）に対する決定（裁決を含む。）」に改め、「権利関係に関する」を削る。 

（多治見市情報公開条例の一部改正） 

第６条 多治見市情報公開条例（平成９年条例第22号）の一部を次のように改正する。 

目次中「不服申立て等」を「是正請求」に改める。 

第10条第７項中「第14条及び第15条」を「第15条第２号及び第16条」に改める。 

「第３章 不服申立て等」を「第３章 是正請求」に改める。 

第14条の見出しを「（是正請求があった場合の手続）」に改め、同条第１項を次のように改める。 

公文書の公開の請求について実施機関が行った公開決定等（公開決定等の不作為を含む。以下この章

において同じ。）に関する是正請求（多治見市是正請求手続条例（平成21年条例第42号。以下「是正請

求条例」という。）第３条第１項に規定する是正請求（同条例第４条第１項前段の規定により同条例の

適用を受ける行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定に基づく不服申立てを含む。）をいう。

以下同じ。）については、是正請求条例に定めるもののほか、この章の定めるところによる。 

第14条第２項を削る。 

第15条及び第16条を次のように改める。 

（参加人の特例） 

第15条 次に掲げる者は、是正請求条例第10条の規定にかかわらず同条に規定する参加人とする。 

(１) 公開請求者（公開請求者が是正請求人（是正請求条例第３条第１項の規定により是正請求を行っ

たものをいう。以下同じ。）である場合を除く。） 

(２) 第10条第７項の規定により、当該是正請求に係る公開決定等について反対の意見を述べた第三者

（第三者が是正請求人である場合を除く。） 

（諮問の特例） 

第16条 第三者が第10条第７項の規定により、当該是正請求に係る公開決定等について反対の意見を述べ

ているときは、是正請求条例第24条第１項の規定にかかわらず、是正請求審査会（是正請求条例第31条

第１項に規定する是正請求審査会をいう。以下同じ。）に諮問しなければならない。 

第17条の見出しを「（調査権限）」に改め、同条第１項中「審査会」を「是正請求審査会」に改め、

「認めるときは、」の次に「是正請求条例第24条第１項の規定により」を加え、同条第２項及び第３項中

「審査会」を「是正請求審査会」に改め、同条第４項を次のように改める。 

４ 是正請求審査会は、第23条の規定にかかわらず、第14条に規定する是正請求を審議する場合は、その

会議を非公開とすることができる。 

第18条及び第19条を次のように改める。 

（閲覧の特例） 

第18条 前条第１項に規定する公文書については、是正請求条例第19条及び第36条の規定にかかわらず、

閲覧を求めることはできない。 

（建議） 
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第19条 是正請求審査会は、情報公開に関する重要事項について、実施機関に建議することができる。 

（多治見市個人情報保護条例の一部改正） 

第７条 多治見市個人情報保護条例（平成８年条例第25号）の一部を次のように改正する。 

第21条の見出しを「（自己情報の収集等に関する是正請求）」に改め、同条第１項中「不当な取扱いを

している」を「適正な取扱いをしていない」に、「当該実施機関に対し苦情の申出をする」を「多治見市

是正請求手続条例（平成21年条例第42号。以下「是正請求条例」という。）第３条第１項に規定する是正

請求（同条例第４条第１項前段の規定により同条例の適用を受ける行政不服審査法（昭和37年法律第160

号）の規定に基づく不服申立てを含む。以下同じ。）を行う」に改め、同条第２項から第４項までを削る。 

第22条を次のように改める。 

（開示等に関する是正請求） 

第22条 開示、訂正、削除及び利用停止の請求について実施機関が行った決定（決定の不作為を含む。）

に関する是正請求については、是正請求条例に定めるところによる。 

第23条を次のように改める。 

第23条 削除 

第24条第３項を次のように改める。 

３ 審議会の委員は、個人情報の保護に関し優れた識見を有する者その他市長が適当と認める者のうちか

ら市長が委嘱する。 

第24条に次の３項を加える。 

４ 審議会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員を生じた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関して必要な事項は、規則で定める。 

（多治見市情報公開条例及び多治見市個人情報保護条例の一部改正に伴う経過措置） 

第８条 施行日前に附則第６条の規定による改正前の多治見市情報公開条例第16条第１項に規定する多治見

市情報公開審査会又は前条の規定による改正前の多治見市個人情報保護条例第23条第１項に規定する多治

見市個人情報保護審査会に諮問された事案であって、施行日において答申のなされていない事案がある場

合にあっては、当該事案は是正請求審査会に引き継ぐものとし、施行日前に同条例第24条第１項に規定す

る多治見市個人情報保護審議会に諮問された事案については、なお従前の例による。 

附 則（平成22年３月24日条例第３号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年12月22日条例第37号抄） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年12月24日条例第37号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）附則第１条に規定する政令で定める日（以下

「施行日」という。）から施行する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第２条 第２条の規定による改正後の多治見市是正請求手続条例の規定は、行為庁の処分又は不作為につい

ての不服申立てであって、施行日以後にされる行為庁の処分又は施行日以後にされる申請に係る行為庁の

不作為に係るものについて適用し、施行日前にされた行為庁の処分又は施行日前にされた申請に係る行為

庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 
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附 則（平成28年３月24日条例第14号抄） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年６月30日条例第17号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和４年３月24日条例第１号） 

１ この条例は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の多治見市是正請求手続条例の規定は、施行日以後に請求のあった是正請求について適用し、施

行日前に請求のあった是正請求については、なお従前の例による。 

 

 

○多治見市是正請求手続条例施行規則 

平成22年３月31日規則第28号 

改正 

平成23年６月14日規則第48号 

平成25年８月23日規則第51号 

平成27年２月17日規則第４号 

平成28年３月23日規則第29号 

平成31年３月29日規則第18号 

令和４年３月31日規則第21号 

多治見市是正請求手続条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、多治見市是正請求手続条例（平成21年条例第42号。以下「条例」という。）の施行に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（是正請求期間の計算） 

第３条 是正請求期間の計算については、是正請求書を郵便（これに類する方法を含む。）で提出した場合

においては、送付に要した日数は、算入しない。 

（執行停止） 

第４条 条例第６条第２項に規定する執行停止の申立ては、書面により行うこととする。 

２ 執行停止庁は、処分の効力の停止以外の措置によって執行停止の目的を達することができるときは、処

分の効力の停止はしないものとする。 

３ 執行停止庁は、条例第６条第３項に規定する重大な損害を生ずるか否かを判断するに当たっては、損害

の回復の困難の程度を考慮し、損害の性質及び程度並びに行為等の内容及び性質を勘案するものとする。 

第５条 削除 

（口頭による是正請求） 

第６条 条例第８条第１項ただし書の規定により、口頭で是正請求をする場合にあっては、是正請求書に記

載すべき事項を陳述することとする。この場合において、陳述を受けた審査庁は、その内容を録取し、こ

れを陳述人に読み聞かせて誤りのないことを確認するものとする。 

（行為庁を経由した是正請求） 

第７条 審査庁となるべき市の機関が行為庁と異なる場合における是正請求は、行為庁を経由してすること

ができる。ただし、行為庁が指定管理者である場合は、この限りでない。 
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２ 前項本文に規定する場合においては、是正請求人は、行為庁に是正請求書を提出することとし、是正請

求書の提出を受けた行為庁は、直ちに、是正請求書を審査庁に送付しなければならない。この場合におけ

る是正請求期間の計算については、行為庁に是正請求書を提出したときに、是正請求があったものとみな

す。 

（誤った教示をした場合の救済） 

第８条 市の機関が誤って審査庁でない市の機関を審査庁として教示した場合において、その教示された市

の機関に是正請求がされたときは、当該市の機関は、速やかに、是正請求書を審査庁に送付し、かつ、そ

の旨を是正請求人に通知しなければならない。 

２ 前項の規定により是正請求書が審査庁に送付されたときは、初めから審査庁に是正請求がされたものと

みなす。 

第９条 削除 

（代表者） 

第10条 代表者は、他の共同是正請求人のために、是正請求の取下げを除き、当該是正請求に関する一切の

行為をすることができることとする。 

２ 代表者が選任されたとき又は審査庁が代表者を定めたときは、共同是正請求人は、代表者を通じてのみ、

前項の行為をすることができることとする。 

３ 共同是正請求人に対する市の機関の通知その他の行為は、代表者に対してすれば足りることとする。 

（是正請求の承継） 

第11条 是正請求人が死亡したときは、相続人その他法令等により是正請求の目的である行為等に係る権利

を承継した者は、是正請求人の地位を承継することができる。 

２ 是正請求人について合併又は分割（是正請求の目的である行為等に係る権利を承継させるものに限る。）

があったときは、合併後存続する法人等若しくは合併により設立された法人等又は分割により当該権利を

承継した法人等は、是正請求人の地位を承継することができる。 

３ 前２項の規定により、是正請求人の地位を承継しようとする相続人その他の者又は法人等は、死亡若し

くは分割による権利の承継又は合併の事実を証する書面を添付して、その旨を審査庁に届け出ることとす

る。 

４ 第１項の場合において、是正請求人の地位を承継した相続人その他の者が２人以上あるときは、その１

人に対する通知その他の行為は、全員に対してされたものとみなす。 

第12条 是正請求の目的である行為等に係る権利を譲り受けた者は、審査庁の許可を得て、是正請求人の地

位を承継することができる。 

２ 前項の規定により是正請求人の地位を承継しようとする者は、その旨を書面により審査庁に申し出るこ

ととする。 

３ 前項の規定により申出を受けた審査庁は、是正請求人の地位の承継につき許可するかどうかを決定し、

当該申出をした者に通知するものとする。 

（参加人） 

第13条 条例第10条第１項の規定により是正請求の手続に参加しようとする利害関係人は、書面により、そ

の旨を審理員に申し出ることとする。 

２ 前項の規定により、申出を受けた審理員は、是正請求手続の参加につき許可するかどうかを決定し、当

該申出をした者に通知するものとする。 

３ 参加人は、是正請求に対する決定があるまでは、いつでも是正請求手続への参加を取り下げることがで

きる。 

４ 前項に定める是正請求手続への参加の取下げは、書面により、その旨を審理員に申し出ることとする。 
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（審理員の指名） 

第14条 条例第11条第１項に規定する審理員を指名した旨の通知は、審理員指名通知書（別記様式第１号）

により行うものとする。 

（審理手続の計画的進行） 

第15条 審理員は、審理関係人が遠隔の地に居住している場合その他相当と認める場合には、電話、ファッ

クス、又は電子メールにより、条例第12条第２項に規定する意見の聴取を行うことができるものとする。 

２ 審理員は、条例第12条第２項の規定による意見の聴取を行ったときは、遅滞なく、条例第16条から第18

条までに定める審理手続の期日及び場所を決定し、これらを審理関係人に通知するものとする。当該予定

時期を変更したときも、同様とする。 

（検証の実施） 

第16条 審理員は、条例第18条第１項第３号に規定する検証をしようとするときは、あらかじめ、その日時

及び場所を当該検証の申立てをした者に通知し、これに立ち会う機会を与えなければならない。 

（審理手続の終結） 

第17条 条例第20条第３項の規定による通知は、審理員意見書提出時期通知書（別記様式第２号）により行

うこととする。 

（審理員候補者） 

第18条 条例第21条第２項に規定する審理員候補者は、次に掲げる者のうちから定めるものとする。 

(１) 法務を所管する課長等の職にある者 

(２) 前号に規定する職にあった者で課長等の職にあるもの 

(３) 課長又は次長等の職にある者のうちから選定するもの 

２ 条例第21条第２項に規定する指名の順位は、前項各号の順とし、一の号に規定する者が２人以上いる場

合にあっては、これらの者は、同順位とする。 

３ 条例第21条第２項に規定する名簿には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(１) 指名の順位 

(２) 補職名 

(３) 氏名 

４ 条例第21条第２項に規定する名簿を作成したときは、事務所において備え付けるとともにホームページ

に掲載するものとする。名簿を変更したときも、同様とする。 

（審理員等の保護） 

第19条 条例第23条第２項の規定により、審理員等については、多治見市職員による公益通報に関する条例

（平成18年条例第53号）第12条の規定を適用する。 

２ 前項の規定による適用にあっては、多治見市職員による公益通報に関する条例第12条第１項及び第２項

中「職員」とあるのは「審理員等」と、「正当な公益通報をしたこと」とあるのは「審理員若しくは審理

員候補者であること又は審理員等の職務等」と、同条第３項中「正当な公益通報をしたこと」とあるのは

「審理員若しくは審理員候補者であること又は審理員等の職務等」と、「職員」とあるのは「審理員等」

と、「当該職員」とあるのは「当該審理員等」と、「当該公益通報」とあるのは「審理員若しくは審理員

候補者であること又は審理員等の職務等」と、同条第４項中「正当な公益通報をしたこと」とあるのは

「審理員若しくは審理員候補者であること又は審理員等の職務等」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（是正請求審査会への諮問） 

第20条 条例第24条第３項に規定する是正請求審査会に諮問をした旨の通知は、是正請求審査会諮問通知書

（別記様式第３号）により行うものとする。 

（意見の陳述） 
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第21条 条例第34条の規定による意見の陳述（以下「意見陳述」という。）は、是正請求審査会が期日及び

場所を指定して行わせるものとする。 

２ 意見陳述において、是正請求審査会の議長は、申立人の陳述が事案に関係のない事項にわたる場合その

他相当でない場合には、これを制限することができることとする。 

３ 意見陳述に際し、申立人は、是正請求審査会の議長の許可を得て、是正請求に係る事案に関し、審査関

係人に対して、質問を発することができる。 

（答申内容の公表） 

第22条 条例第36条の規定による答申の内容の公表は、答申書の要旨を市の窓口において閲覧に供し、及び

ホームページに掲載することにより行うものとする。 

（運用状況の公表） 

第23条 条例第37条の規定による公表は、広報紙及びホームページへの掲載により行うものとする。 

附 則 

１ この規則は、平成22年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(１) 多治見市情報公開審査会規則（平成９年規則第129号） 

(２) 多治見市個人情報保護審査会規則（平成９年規則第５号） 

３ 多治見市情報公開条例施行規則（平成９年規則第128号）の一部を次のように改正する。 

第９条及び第10条を次のように改める。 

第９条及び第10条 削除 

第14条第３号及び第４号中「不服申立て」を「是正請求」に改める。 

別記様式第６号中「第14条及び第15条」を「第15条第２号及び第16条」に改める。 

別記様式第７号及び別記様式第８号を削る。 

４ 多治見市個人情報保護条例施行規則（平成９年規則第４号）の一部を次のように改正する。 

第17条から第18条までを次のように改める。 

第17条及び第18条 削除 

第21条第４号中「苦情申出」を「自己情報の収集等に係る是正請求」に、第５号中「不服申立て」を

「開示等に関する是正請求」に改める。 

別記様式第18号から別記様式第20号までを削る。 

５ 多治見市個人情報保護審議会規則（平成８年規則第61号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第24条第３項において準用する同条例第23条第７項」を「第24条第６項」に改める。 

６ 第３項の規定による改正後の多治見市情報公開条例施行規則第14条の規定については、施行日以後に請

求された是正請求について適用し、施行日前に申立てのあった不服申立てについては、なお従前の例によ

る。 

７ 第４項の規定による改正後の多治見市個人情報保護条例施行規則第21条の規定については、施行日以後

に請求された是正請求について適用し、施行日前に申立てのあった不服申立てについては、なお従前の例

による。 

附 則（平成23年６月14日規則第48号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年８月23日規則第51号） 

この規則は、平成25年９月１日から施行する。 

附 則（平成27年２月17日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成28年３月23日規則第29号抄） 

１ この規則は、平成28年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

附 則（平成31年３月29日規則第18号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日規則第21号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

○多治見市是正請求審査会規則 

平成22年３月31日規則第27号 

多治見市是正請求審査会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、多治見市是正請求手続条例（平成21年条例第42号）第32条第６項の規定に基づき、是正請

求審査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会長及び職務代理者） 

第２条 審査会に、会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名した委員が会長の職務を代理する。 

（会議及び議事） 

第３条 審査会の会議は、会長が招集する。ただし、委員委嘱後最初の審査会は、市長が招集する。 

２ 審査会の議長は、会長をもって充てる。 

３ 審査会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 審査会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第４条 審査会の庶務は、総務部総務課において処理する。 

（その他） 

第５条 この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 
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